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10.8％

5.8％

10.7％

国立大学
31,460本

我が国の論文数については、国立大学が国全体の約50％、大学全体の約70％を占める
(出典：科学技術・学術政策研究所「科学研究のベンチマーキング２０１９」より国大協作成）

我が国の研究力を支える国立大学（論文数に占める割合）

組織区分別論文数
（2015-2017年平均値）

日本の部門別Top10％補正論文数

日本のTop10％補正論文における各部門区分の割合

（出典）科学技術・学術政策研究所「科学研究のベンチマーキング
2019-論文分析でみる世界の研究活動の変化と日本の状況-」より作成

公立大学
3,197本

私立大学
11,634本

国研等
6,881本

企業
3,721本

その他
6,832本

我が国の論文数の組織別内訳では、国立大学は約50％を
占め、国公私立を合わせた大学全体では約70％を占めて
いる。
国立大学の占める割合は、法人化後の運営費交付金削減の
中においても、外部資金獲得等の努力により、ほぼ横ばい
を維持している。

18.3％

5.0％

49.4%

Article,Reviewを分析対象とし、分数カウント法により分析
クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML(SCIE,2018年末バージョン)を基に、
科学技術・学術政策研究所が集計
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研究活動等に関するデータ
 教員数は増えているが、フルタイム換算では減少している。
 2002年以降、国立大学の論文数は横ばいと読み取れる。
 教員の職務活動の総時間数減少を考慮すると、国立大学の論文生産性は向上して
いるともいえるのではないか。

 また、必ずしも論文には繋がらなくても、社会貢献の充実を通じ地域の課題解決
に取り組むことも国立大学の重要な責務。

出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 科学研究の
ベンチマーキング 2021

左記のグラフに対応する年を示す

教員数とフルタイム換算値 の推移

出典：文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」
を基に国立大学協会事務局作成

2002年度 2008年度 2013年度 2018年度
33,502 28,750 27,803 26,963

（66,079） （66,213） （65,373） （67,216）

フルタイム換算値（人、括弧内はヘッドカウント値）
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研究活動等に関するデータ
 国立大学の研究時間の割合は、社会サービス活動の増加により減少傾向。診療活動
等を除いた研究時間の割合は、大きく減少していない。

 しかし、働き方改革による大幅な活動時間の減少に伴い研究時間数が減少。
 教育・研究・社会貢献は国立大学の本来業務であり、学内事務等の削減が必要。

出典：文部科学省大学等におけるフル
タイム換算データに関する調査

総時間数
（時間）
2,985

2,988

2,685

国立・診療活動等を除く（上記データを基に国大協で計算したもの）

2,394

2,459

2,889

2,892
活動時間数が大幅に
（約500時間）減少
している

(2002)

(2002)

(2008)

(2008)

(2013)

(2013)

(2018)

(2018)

総時間数
（時間）

公立
2,520

私立
2,499
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￥

：人材

：資金

：時間

基盤経費の安定的確保

競争的資金の幅広い配分

外部資金の拡大

研究支援者の増員
ファシリティの先端化

各種評価業務等の簡素化

４

国際的な協働の推進

国内における
協働（学学、産学など）の強化

研究力の向上のために
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￥

︓人材

：資金

：時間

基盤経費の安定的確保

競争的資金の幅広い配分

外部資金の拡大

研究支援者の増員
ファシリティの先端化

各種評価業務等の簡素化

４

国際的な協働の推進

国内における
協働（学学、産学など）の強化

研究力の向上のために

とにかく、
研究者の充実、
とくにFLY
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国立大学協会政策研究所資料より引用。
注）論文数はトムソン・ロイターInCites™に基づく（整数カウント法） 2011-2013平均値。研究者数には博士課程学生数の1/4を加えている。
赤●の大学は、上位15大学のうち、特定有期雇用教員・研究員（特任教員・ポスドク等）の数がホームページ上からは把握できない大学。

理系論文数と理系FTE研究者数と強い相関

7



海外教育研究ユニット招致

人文社会系 ハンブルグ大学
アジア・アフリカ研究所
アイザクソン教授etc.

仏教研究ユニット

医学医療系 ライデン大学
メディカルセンター
テンダイク教授etc.

がんシグナル研究ユニッ
ト

ヒューマンハイパフォー
マンス研究ユニット

体育系 カリフォルニア大学
アーバイン校
ヤッサ教授etc.

生命環境系 プリモス大学
メディカルセンター
ホール教授etc.

海洋生物研究ユニット

数理物質系 オーフス大学
結晶構造学センター
イバーセン教授etc.

核科学研究ユニット

社会性神経ネットワーク
研究ユニット

人間系 エモリー大学
社会神経科学センター
ヤング教授etc.
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9

 取組内容と期待される効果
各部局が保有する基本ポイント※1のうち10%を本部に預託し、本部は預託されたポイントを原資として3つの使途
（①全学戦略ポイント、②部局戦略ポイント、③留保）に整理
①全学戦略ポイント：研究力強化及び若手研究者の雇用促進を目的とする3つの施策（ITF助教制度、若手研究
者強化、学長裁量）を実施し、新規採用者における若手教員比率は約70~80%と大きな割合を占めている
 ITF助教制度：雇用目的を限定しない任期付教員として雇用し、任期中に年度あたり500千円の研究費を支給
する他、本部が設定した要件を満たす場合の雇用財源及び研究費の全て（本部ITF）または一部（混合ITF）
を本部が負担する等、優秀な若手研究者のキャリアアップを支援（本部ITF26枠、混合ITF18枠の計44枠を部
局に配分済み）

若手研究者強化：各部局から提出された候補者を審査し、優秀な若手研究者の採用を促進（昨年度までに11
枠を部局に配分済み）

学長裁量：全学的・長期的な観点で強化する分野・事業を決定し、優秀な研究者を確保することで研究力を
強化（現時点で4名の配置が確定しており、その他の分野・事業においても候補者を選定中）

※1：ポイントは等級（教授、助教授など）に応じて定められており、それを積算したものが基本ポイント
※2：最長２年間の期間に限定して配分されたポイントで部局は若手教員を採用し、配分期間終了後は部局が引き続き負担するポイント

第3期
基本ポイン

ト
第4期

基本ポイント
へ移行

１０%
本部に預託 ４%

３%

①全学戦略ポイント
循環型戦略管理ポイント
の発展的解消分を合わせ
た財源で以下3施策を実施
a. ITF助教制度
b. 若手研究者強化
c. 学長裁量

②部局戦略ポイント
預託規模に応じて各
部局に再配分し人事
に使用
事前に人事担当副学
長と協議が必要

③留保
海外分校関係や法学系
博士後期課程学位プロ
グラム、研究力強化制
度に充当

部局に配分・配置（７%+α）

３%

優秀な研究者の確保に対するに対する取組
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10

【事務職員・技術職員】
 取組内容
 多様な採用試験
 関東甲信越地区国立大学法人等職員採用試験による採用
 地域を問わず全国から優秀な職員を確保するため、統一的な採用プロセスによる試験を実施
 試験区分

 筑波大学独自採用試験による採用
 民間企業経験者からの採用試験や本学で任期付き職員としての勤務経験を有する者を対象とした採用試験を実施し、幅広い
分野で
活躍している経験豊かな職員を確保

 令和７年度からは、新規採用者から民間企業での業務経験者など幅広い経験層を対象に再構築し、本学独自の採用試験を明
確化

 試験区分（予定）

【専門職人材】
 取組内容
 大学に求められる使命・役割が多様化している状況において、高度な専門的知識や能力、実務経験等を有する者を専門職業務職
員として配置

 専門職業務職員の区分は、上席専門業務職員、主任専門業務職員、
専門業務職員の３区分

 業務の形態に応じて柔軟に専門職ユニットを構築することができ、
専門職人材の能力、スキルを最大限に活用

事務系 事務、図書
技術系 電気、機械、土木、建築、化学、物理、電子・情報、資源工学、農学、林学、生物・生命科学

事務、技術（建築、土木、サイバー系など）

専門職人材ユニットの例

優秀な事務系職員及び高度なスキルを有する専門職人材の確保に対する取組
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出典：文部科学省ホームページ
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出典：文部科学省ホームページ
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￥

：人材

：資金

︓時間

基盤経費の安定的確保

競争的資金の幅広い配分

外部資金の拡大

研究支援者の増員
ファシリティの先端化

各種評価業務等の簡素化

４

国際的な協働の推進

国内における
協働（学学、産学など）の強化

研究力の向上のために

研究者支援者、
事務系スタッフ
等の充実、
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 各大学は自主財源も活用しながら主に産学連携支援、研究戦略推進などの新たな機
能を拡張するためにURAを活用（８割は自主財源）

 諸外国と比較して研究支援者は少ないため、研究時間を確保するためにも引き続き
URAを配置するための財政支援が重要。

 URAの質保証に関する認定制度の確立により高度化が必要。

①研究時間、研究支援人材の確保

主要国の部門別研究者一人当たりの業務別研究支援者数
URA総配置数の推移(国立大学のみ)

（出典）総合科学技術・イノベーション会議「研究力強化・若手研究者支援総合
パッケージ」参考資料集 14



教職員比率

※2021年5月1日現在
※大学改革支援・学位授与機構「大学基本情報」
（https://portal.niad.ac.jp/ptrt/table.html）をもとに作成

教員
41%

職員
59%

北海道大学

教員
50%

職員
50%

東北大学

教員
48%

職員
52%

東京大学
教員
30%

職員
70%

東京医科歯科大学

教員
42%

職員
58%

東京工業大学

教員
66%

職員
34%

一橋大学

教員
39%

職員
61%

筑波大学

教員
40%

職員
60%

金沢大学

教員
46%職員

54%

名古屋大学

教員
49%

職員
51%

京都大学

教員
50%

職員
50%

大阪大学

教員
42%

職員
58%

九州大学

教員
51%

職員
49%

広島大学
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URAとは
文部科学省 育成・確保する事業における定義

「大学等において、研究者とともに（専ら研究を行う職とは別の位置づけとし
て）研究活動の企画、マネジメント、研究成果活用促進を行う（単に研究に係
る行政手続きを行うという意味ではない。）ことにより、研究者の研究活動の
活性化や研究開発マネジメントの強化等を支える業務に従事する人材」

研究大学コンソーシアム
高度専門人材・研究環境支援人材の活用に関する議論のまとめ
「既存の教員職、事務職の垣根を超え、大学全体の研究及び研究に関連する活
動を高めるために活躍する人材として期待される。よって、教員職のような深
く高度な専門性をもつとともに、事務職のような分野に偏らない知識と経験、
大学等機関全体をみる俯瞰能力が求められる。その両者を両立できる人材を目
指す。」

RA協議会 ホームページ

「大学などの研究組織において研究者および事務職員とともに、研究資源の導
入促進、研究活動の企画・マネジメント、研究成果の活用促進を行って、研究
者の研究活動の活性化や研究開発マネジメントの強化を支える業務に従事する
人材のことです。」
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筑波大学におけるURA
筑波大学URAの業務
筑波大学を世界最高水準の研究大学とするため、次の業務を行う。
(1)国内外の学術・科学技術の動向や社会要請の分析、本学の研究成果・研究潜在

力の把握、それらに基づく研究戦略・戦術の立案、府省等への提言等の活動を
通じて、学長のリーダーシップの下で本学の研究力強化に貢献する。

(2) 部局組織では、部局URAとして教員組織の長のもと、当該部局の研究環境向上
のための立案・実施を通して、個々の研究者の研究パフォーマンス最大化に貢献す
る。

本部URA 部局URA

緊密な連携体制

定例会議、SNSの使用など
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適切な評価がなされていない
評価体制のもと、 URA独自の給与体系が設定されていない

キャリアパスが明確ではない
全国的なシステムがなく、URAのキャリアパスも構築されていない

URA以外にも教員でも研究者でもない専門職が存在する
技術移転マネージャー、輸出管理マネージャー、アスレチックトレーナーなど

URAに係る課題
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教員 リサーチ
エンジニア

高度専門職
（◎今後期待） 技術系職員 事務系職員

教育 授業、演習、実習など ◯ ◯
入試、広報など ◯ ◎ ◯ ◯
教育マネジメント ◯ ◎ ◯

研究 研究実施 ◯ ◯ ◯
研究費獲得など ◯ ◯
研究マネジメント ◯ ◯

社会貢献 研究成果の活用 ◯ ◯ ◯
産学官連携 ◯ ◯◎ ◯
起業など ◯ ◎

高度専門職（第３の職）の関わり
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国立大学関係予算の充実及び税制改正等について(要望)より抜粋

加えて、科学研究費補助金等の競争的資金を拡充するほか、新型コロナウイルス感染
症関連研究に注力するための研究支援の拡充を行うとともに、その他の研究分野への継
続的な支援をお願いいたします。また、新型コロナウイルス感染症の拡大により打撃を
受けている産業界、特にその研究機能について、産学協働の枠組みで支えて行くことが
重要だと考えており、その政策的・財政的な支援を求めるものです。併せて、研究環境
の抜本的強化、研究・教育活動時間の確保等のため、マネジメント人材、URA、リ
サーチエンジニア等の高度専門職人材の育成・確保とキャリアパスの確立や、研究設
備・機器群のネットワーク化、共用化促進等についての支援についても要望いたします。

リサーチエンジニア：

https://www.freelancermap.com/blog/what-does-research-engineer-do/
より抜粋

The Role
--delivering world-class technology that redefines a wide range of 
product categories
--a PhD degree from a top engineering university plus significant 
post-graduate research experience that has led to a PhD
--to join the research group to continue the game-changing 
innovations and high-value Intellectual property
--to organise themselves and team-based research projects, whilst 
having a ‘research-mentality’ that covers the spectrum of skills and 
knowledge from ‘design-of-experiment’ to a rigorous but enquiring 
mind

https://rheonlabs.recruitee.com/o/research-engineer-phd
より抜粋
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適切な評価がなされていない
評価体制のもと、 URA独自の給与体系が設定されていない

キャリアパスが明確ではない
全国的なシステムがなく、URAのキャリアパスも構築されていない

URA以外にも教員でも研究者でもない専門職が存在する
技術移転マネージャー、輸出管理マネージャー、アスレチックトレーナーなど

URAを含む第3の職に職階級を設ける
教員︓助教、准教授、教授など
事務職員︓係員、主任、係長、主幹、課長、部長など

A大学

L4
L3
L2
L1

L5

B大学

L4
L3
L2
L1

L5

C大学

L4
L3
L2
L1

L5

URAに係る課題

RA協議会に期待
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適切な評価がされていない
評価体制のもと、 URA独自の給与体系が設定されていない

キャリアパスが明確ではない
全国的なシステムがなく、URAのキャリアパスも構築されていない

URA以外にも教員でも研究者でもない専門職が存在する
技術移転マネージャー、輸出管理マネージャー、アスレチックトレーナーなど

URAを含む第3の職に職階級を設ける
教員：助教、准教授、教授など
事務職員：係員、主任、係長、主幹、課長、部長など

A大学

L4
L3
L2
L1

L5

B大学

L4
L3
L2
L1

L5

C大学

L4
L3
L2
L1

L5

URAに係る課題

RA協議会に期待

https://www.ruconsortium.jp/uploaded/life/341_860_misc.pdf
研究大学コンソーシアム「高度専門人材・研究環境支援人材の活用に関する議論のまとめ」
（平成31年3月） 22
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：人材

：資金

︓時間

基盤経費の安定的確保

競争的資金の幅広い配分

外部資金の拡大

研究支援者の増員
ファシリティの先端化

各種評価業務等の簡素化

４

国際的な協働の推進

国内における
協働（学学、産学など）の強化

研究力の向上のために
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先端研究基盤共用促進事業（コアファシリティ構築支援プログラム）
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●全学統括に向けたマネジメント体制強化
●共用機器数の拡大(現状の3倍程度)
●専任スタッフの確保、高度な専門能力を
有する技術職員の育成

●つくば地区研究機関との機器共用化・
技術職員の戦略的連携促進

筑波大学コアファシリティ構想

技術交流会・インターンシップ
技術職員クロスアポイントメント
つくばアソシエイトメンダリング

利用負担金多階層化改革
特殊機器の高額共用
若手研究支援クーポンの配布

戦略的コアファシリティマネジメントの柱
 One-stop予約課金システムの構築
 学内約180台の機器の共用化及び有効利用
 講習会や説明会等の企画による利用促進

研究機器の共用化

これまでの取組と解決すべき「課題」

目標達成に向けた戦略・工程表

戦略的
マネジメント

共用環境

人材育成
研究支援

地域連携

共用システム高度化改修▶共用新システム稼働・全学研究設備機器の登録一元化と共用化促進 ▶共用新システムの定着

全学機器整備運営方針の策定・公表 ▶戦略的コアファシリティマネジメントの推進 ▶戦略的コアファシリティの自立化

つくばアソシエイトメンタリング人材育成支援試行 ▶つくばアソシエイトメンタリング人材育成支援実施 ▶技術職員テニュア審査・継続雇
用

新たな産学連携事業創出 ▶開発研究センター等の連携 ▶産学連携の促進 ▶社会還元型研究の推進

統括部局の設置

学内研究設備機器調査 共用化新ルールの決定・公表 500台の機器共用化

共用化文化の促進

技術職員の育成・交流プログラムの策定 キャリアアップ・キャリアパスの方策の試行・運用 キャリアアップ・キャリアパスの確立

TIA連携・技術交流会の開催 産学連携新事業開始 クロスアポイントメント開始 人材連携の促進

R3 R8
第三期 第四期
本事業 R4 R5 R6 R7中期目標 自

立
化
・
社
会
還
元
型
研
究
支
援
組
織

他機関連携
 学外利用/依頼分析/試作業務の受入促進
 つくば地区研究機関との相互利用・連携

課 題

実施機関：筑波大学
協力機関：高エネルギー加速器研究機構(KEK)、物質・材料研究機構(NIMS)、産業技術総合研究所(AIST)

５年後の「達成目標」、達成されたときの「姿」
共用化文化の促進で社会還元型研究を支える戦略的インフラの確立

目利き人材育成
技術拡張
技術伝承

共用機器自走化
高収入化
若手研究力強化

産学連携新事業
TIA共用施設
ネットワーク

社会課題・
産業ニーズ集約
社会還元型
研究の推進

TIA連携による社会還元型研究促進戦略

キャリアップ・キャリアパス戦略

機器運用資金好循環化戦略

強力なリーダーシップ体制で全学的共用推進

筑波大学
産総研

NIMS

東京大学
東北大学

KEK

令和3年度先端研究基盤共用促進事業
（コアファシリティ構築支援プログラム）採択

2021年度採択（応募：35機関、採択10機関）
東北大学、筑波大学、東京農工大学、長岡技術科
学大学、信州大学、東海国立大学機構、大阪大学、
広島大学、琉球大学、名古屋市立大学



北海道大学

コアファシリティ構築支援プログラム実施機関

東北大学

金沢大学

山口大学

東京工業大学
早稲田大学
東京農工大学

東海国立大学機構
名古屋市立大学

信州大学

大阪大学
琉球大学

筑波大学

広島大学

長岡科学技術大学

採択機関数：15機関
令和2年度採択：5機関
令和3年度採択：10機関
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：人材

：資金

：時間

基盤経費の安定的確保

競争的資金の幅広い配分

外部資金の拡大

研究支援者の増員
ファシリティの先端化

各種評価業務等の簡素化

４

国際的な協働の推進

国内における
協働（学学、産学など）の強化

研究力の向上のために

研究環境
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＜筑波大学の教・教分離体制＞
※水色の矢印が「研究循環システム」を表す。

＜本学の研究全体の新陳代謝を図り、新たな強み・特色を持続的に生み出す類を見ない研究システム改革＞
〇本学に「文化」として根付いている開学当初からの教員組織と教育研究組織の分離体制を最大限活用することで、全学を
対象とした分野を超えた機動的かつ柔軟な組織形成、効果的・効率的なシステムを構築。

○具体的には以下の通り、研究の成長ステージ（個人研究、グループ研究、研究組織における研究）に応じた研究推進体制
「研究循環システム」を構築。

個人研究

研究組織
における研究

○研究スタートアップ支援
○若手研究者支援
○外部資金獲得支援 など

○研究グループ化支援（リサーチユニット
認定制度） などグループ研究

○研究センターの改組・再編、評価システム
の確立

○研究センターについて、級別（RS～R4）
の認定を行い重点的かつ戦略的な資源配分
を実施

研究基盤支援
URAによる各種支援、オープンファシリティー など

研究概要
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研究センターの強化
世界展開研究拠点形成機構の創設

研究循環システム

国際統合睡眠医科学
研究機構

 財政支援

 研究環境の国際化
 雇用の多様化

(外国人及び女性)

世界展開研究拠点
（RS）の形成

R1:

R2:

R3:

R4:

世界級研究拠点

全国級研究拠点

重点育成研究拠点

育成研究拠点
(リサーチユニット) 

個人研究
リサーチクル゙ープ

開学当初より、附置研究所を置かず、時
代と社会の要請に対応する研究を推進す
る組織として、研究センター制度を採用

計算科学研究センター
(CCS)

学術研究センター
（センターインキュベーター）

西アジア研究センター
ヒューマン・ハイ・パフォーマンス先端研究センター
集団微生物学研究センター
宇宙史（朝長）研究センター
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機 構

オープンイノベーション
国際戦略機構（OI 機構）
・統括クリエイティブマネージャー

マネージメント部門
・分野別クリエイティブマネージャー
プロジェクト部門

事務部門

ヒューマン・スマートシティ
研究機構
都市ﾃﾞｻﾞｲﾝ部門、移動・物流部門、
医療福祉介護部門、ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾂｲﾝ部門、
ﾃﾞｰﾀ連携部門、ｱｾｽﾒﾝﾄ部門、
社会実装支援部門

開発研究センター

１．プレシジョン・メディスン
２．未来社会工学
３．スポーツイノベーション
４．ヘルスサービス
５．テーラーメイドQOLプログラム
６．働く人への心理支援
７．イノベイティブ計測技術
８．革新的創薬
９．デジタルネイチャー
10．スマートウエルネスシテイ政策
11．健幸ライフスタイル
12．ゼロＣＯ２エミッション機能性材料
※外部資金のみで組織運営を行うセンター

国際産学連携本部
本部長、本部審議役、本部審議役補佐、副本部長

学長

事業部門

技術移転部門（共同研究・知財
管理）
知財担当准教授
技術移転マネージャー
契約コーディネーター
産官学共創プロデューサー

アントレプレナーシップ教育部門
特命教授、准教授、助教

エクステンションプログラム部門

産学連携企画課（事務部門）
知的財産管理担当、民間資金・学術指導契約担当、総務担当（人事・会計・研究支援）、
企画担当（起業家育成・ベンチャー支援・広報）、OI 機構担当、つばさ事業担当、エクステンションプログラム事務局

産学連携体制

31



本事業は、民間企業と筑波大学が課題を共有し、
2-5年以内の共同研究を継続することを条件に、
本学の教員と企業等の研究者がアンダーワンルー
フで研究を行う。企業の研究者を、期間中、任用
審査を経て教授、准教授などの教員として雇用し、
本学の教員と共同で、大型の共同研究を推進する。
2024年5月時点で13件の事業が推進されている。

外部資金のみでプロジェクトを運営する方式の
開発研究組織を2015年に設置した。その組織の
名称を「〇〇開発研究センター」とする。大学内
での組織の位置づけは、研究組織である全学研究
センターと同格である。

開発研究センターは外部資金獲得のインセン
ティブとなっており、2024年5月現在、12の開
発研究センターが活動している。※設置累計14セ
ンター

（1）開発研究組織

（2）特別共同研究事業制度

筑波大学のミッション

教 育

学群、大学院

研 究

研究センター等

社会貢献

外部資金のみで運営する開発研究組織

主 旨

イノベーション創出
企業の人的リソース導入
研究のスピードアップ
産学連携・起業意識の高い人材育成

運 営
１．社会的要請の高い学問分野での産学官協働

研究体制を構築する。
２．学内施設に置く。

期間は５か年度。更新も可
３．名称は「〇〇開発研究センター」とする

特別共同研究事業制度

筑波大学

研究者
施設

実験装置

企業等

資金
研究者
研究資料
等の提供

課題の共有
筑波大学でアンダーワンルーフで実施
２年から５年以内の継続期間
共同研究に従事専念

教 授
准 教 授
ポスドク
院 生

教 授

准 教 授

研 究 者
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プレシジョン・メディスン開発研究センター 日本初の1000 ドルゲノム解析拠点を目指して

テーラーメイドQOLプログラム開発研究センター 食と運動と睡眠を通して一人一人にQOLを向上するプログラムを提供

未来社会工学開発研究センター Society5.0を実現するモビリティ・インフラの先端研究拠点

ヘルスサービス開発研究センター 健康・幸福をもたらすサービスの学問に特化した日本初の拠点

働く人への心理支援開発研究センター 働く人への心理支援に関する研究と社会貢献体制を整備した開発研究センター

イノベイティブ計測技術開発研究センター 革新的計測評価技術の開発研究を目指して

革新的創薬開発研究センター 新薬、新技術で、活力ある 100 年の人生を

スマートウエルネスシティ政策開発研究センター 健幸長寿社会実現に向けたエビデンスに基づく政策化を目指して

健幸ライフスタイル開発研究センター 次世代につなげる健康で幸せなライフスタイルを探究

デジタルネイチャー開発研究センター 計算機と自然の新しい関係性を探求

スポーツイノベーション開発研究センター 国立大学初 Athletic Department （AD）の社会実験拠点

ゼロCO2エミッション機能性材料開発研究センター カーボンニュートラル及び水素社会の実現を目指して

開発研究センターは、外部資金のみで運営する組織で、教育、研究、社会貢献の中で、社会貢献を担う組織である。 イノベー
ション創出、企業の優秀な人的リソースの導入、研究のスピードアップ、産学連携・起業意識の高い人材の育成を目的とし、社会
的要請の高い学問分野での産官学共同研究体制を構築する。学内施設に置き、期間は5か年度、評価結果により更新可能とする。

開発研究センター
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学内にB2A 研究所を設立

社会的要請の高い開発研究に必要な
基礎研究を積極的に推進する

産学共著論文の出版及び特許取得

Business
企業

教員
大学院生

高い社会的要請を支える基礎研究

Academia
筑波大学

B2A 
研究所

招致

共同研究

to

研究部門
・研究者
・研究資金

大学債によるIMAGINE THE FUTURE. Forum事業の展開 • 企業が抱える様々な課題を解決して持続可能な社会の
形成に貢献する
「ニーズドリブン型開発研究」体制の構築と活性化

⇒その成果を社会実装するためのメソッド
• 企業のR&D研究所を誘致し、B2A研究所を設置で

きる研究スロットの建設
• 大規模実証実験ができる実証実験（POC）スペース

の建設
• ボーダーレスな人材交流・ステークホルダー間のシナ

ジーが発生するオープンスペース・オフィスの建設

ITF.F事業の骨子

2024.8.1Scopusデータに基づく2018-2022年の平均値

■ 産学共著論文 ■ 国際共著論文 ■ 国内共著論文 ■ 学内共著論文 ■ 単著論文

0

40

80

Harvard Univ.
0

40

80

KU Leuven

0

25

50

京都大学
0

25

50

大阪大学

0

40

80

Stanford 
Univ.

0

25

50

東京大学
0

25

50

東北大学

0

40

80

UC San 
Diego

0

40

80

Univ. of 
Oxford

0

25

50

筑波大学

欧米トップ大学の高被引用数論文の順序

単著論文＜学内共著論文＜国内共著論文＜国際共著論文＜産学共著論文
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Tsukuba Science City Laboratory｜つくば

未来都市ラボ
筑波大学におけるスマートシティ関連研究と学内外との連携にあたり、
相互の情報

共有を促進し、必要な研究成果をアウトプットするための全学的イニシ
アティブ 学 長

オープンイノベーション国際戦略機構

機構長 産学連携担当副学長

金保
機構長

研究協議会員

櫻井
センター

長IoA

睡眠医
学

内田
センター

長

山海
研究統括

原
病院長

柳沢
機構長

デザイ
ン

倫理

ビジネ
ス

計算科
学

医工学

臨床医
学

社会工
学

画像工
学

計算科
学

医工学

数理工学

臨床医
学

農業

エネルギー

防災

スマートシティ協議会

実証都市

サイバニク
ス

デジタル・サイエンス国際連
携

アカデミア
ネットワー

ク

企業・国研連携

筑波会議

２．医療
MaaS ４．医療福祉

応用

３．インフラ整
備

５．防災

６．都市のリデザ
イン

７．自然環境・里
山

８．エネルギー

１．キャンパス
MaaS

筑波研究学園都市ラボ

コーディネータ

鈴木
ラボ長

遠隔医
療
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ワシントンDCでの調印式

先端的なAI研究開発: グローバルな社会課題解決に向けて、次世代AIに求めら

れる信頼できるAI・プライバシーを守るAI等の基盤的なAI研究の推進、および

高齢化社会、生産性向上、気候変動、防災等の社会課題解決をテーマとする応用

分野のAI研究を中心に実施

高度AI研究人材育成: 学生の研究プロジェクトへの参加や夏期人材育成プログ

ラム、アントレプレナーシップ・ブート・キャンプなどにより、グロ−バルな視点を

備えた高度AI研究人材を育成

AI国際連携ハブの構築: 国際的な産学連携体制による分野横断的な協働を推

進し、本パートナーシップをコアとして国際的なAI連携ハブの構築を目指す

超大型国際産学共同研究の獲得

 筑波大学、ワシントン大学、NVIDIA社、
Amazon社によるAI分野における国際産学
連携の枠組み

 2024年4月、2大学、2社が米国商務省（ワ
シントンDC）で調印式を実施

 Amazon社とNVIDIA社からの支援
総額 約７５億円規模／10年間

 協力の分野: 研究開発、人材育成、アントレプ
レナーシップ、 社会実装

 日米首脳会談における共同声明に反映

パートナーシップの内容

日米の大学及び民間企業による
日米デジタルハブワークショップ
への参画
（2015年～）

学内の多様な分野の研究グルー
プが参画する人工知能科学セン
ターを設置
（2017年～）

成果の基となった取組
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2022 /教員 /学生

東京大学 370 0.093 0.013 

京都大学 264 0.076 0.012 

慶応大学 236 0.085 0.007 

筑波大学 217 0.120 0.013 

大阪大学 191 0.057 0.008 

No.2No.1

筑波大学のスタートアップ（2020-2022年）

億
円
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つくば地区のテック系
シード

起業家育成の支援 起業の支援

ベンチャー設
立 新産業創出

Ｍ＆
Ａ

基金運用

①共同研究
②寄附金
③知財

事業化

ベンチャー育成

実践型起業
「教育」

起業活動
支援

PoC/PoV

育成への再投資

起業シーズ
発掘

産業化

④新株予約権

IPO

資金原資

学外向け
教育プログラム

SCOREEDGE-NEXT OI機構

人的循環

現金化

メンター派遣

アントレプレナー教育

筑波大学のスタートアップ・エコシステム
● 大学のみではエコシステムとして不十分 → ①VC,企業や行政との連携

②他の大学との連携
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University of Tsukuba Night 
at Venture Café Cambridge
on August 29th2019
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